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地
方
税
法
の
改
正
に
伴
な
い
、
町
税

条
例
の
改
正
お
よ
び
規
定
の
整
備
を
行

い
ま
し
た
。
住
民
税
は
、
生
活
扶
助
額

と
の
バ
ラ
ン
ス
に
よ
り
均
等
割
・
所
得

割
の
非
課
税
限
度
額
の
加
算
金
の
改

正
、
お
よ
び
特
定
の
居
住
用
財
産
の
譲

渡
損
失
等
に
対
応
す
る
分
離
課
税
等
用

様
式
の
追
加
等
を
行
い
ま
し
た
。

固
定
資
産
税
は
、
民
間
事
業
者
の
能

力
の
活
用
に
よ
る
特
定
施
設
の
整
備
の

促
進
に
関
す
る
臨
時
措
置
法
に
規
定
す

る
特
定
施
設
に
係
る
地
方
税
の
特
例
措

置
の
廃
止
に
伴
う
規
定
の
整
備
を
行
い

ま
し
た
。

特
別
土
地
保
有
税
は
、
幹
線
道
路
の

沿
道
整
備
権
利
移
転
等
促
進
計
画
の
区

域
内
に
あ
る
一
定
の
土
地
に
係
る
特
別

土
地
保
有
税
の
非
課
税
措
置
の
廃
止
に

よ
る
規
定
の
整
備
を
行
い
ま
し
た
。

な
お
、
施
行
期
日
は
平
成
14
年
４
月

１
日
で
す
。

中
小
企
業
信
用
保
険
法
の
一
部
改
正

に
よ
り
、
同
条
例
の
貸
付
条
件
拡
大
を

図
る
も
の
で
貸
付
限
度
額
を
１
、
０
０

０
万
円
以
下
か
ら
１
、
２
５
０
万
円
以

下
に
引
き
上
げ
、
貸
付
期
間
を
運
転
資

金
に
つ
い
て
は
５
年
以
内
か
ら
６
年
以

内
に
、
設
備
資
金
に
つ
い
て
は
７
年
以

内
か
ら
８
年
以
内
に
そ
れ
ぞ
れ
貸
付
期

間
の
延
長
を
行
い
ま
し
た
。
な
お
、
施

行
期
日
は
平
成
14
年
４
月
１
日
で
す
。

渋
川
地
区
医
療
事
務
組
合
が
新
た
に

群
馬
県
市
町
村
総
合
事
務
組
合
の
組
織

団
体
と
な
り
、
非
常
勤
職
員
に
係
る
公

務
災
害
補
償
事
務
の
共
同
処
理
を
平
成

14
年
１
月
18
日
か
ら
適
用
し
て
行
う
た

め
規
約
の
一
部
を
改
正
し
ま
し
た
。

国
の
環
境
基
本
法
を
踏
ま
え
て
、
本

町
の
環
境
の
保
全
お
よ
び
創
造
に
関
す

る
施
策
の
基
本
理
念
を
定
め
、
町
お
よ

び
町
民
並
び
に
事
業
者
の
責
務
を
明
ら

か
に
す
る
も
の
で
す
。
ま
た
、
基
本
と

な
る
事
項
を
定
め
る
こ
と
に
よ
り
総
合

的
か
つ
計
画
的
に
推
進
し
、
現
在
お
よ

び
将
来
に
わ
た
り
町
民
の
健
康
で
文
化

的
な
生
活
の
確
保
に
寄
与
し
、
さ
ら
に

人
類
の
福
祉
に
貢
献
し
よ
う
と
す
る
こ

６月町議会定例会

第２回町議会定例会は、６月17日から20日までの会

期４日間で開かれ、町環境基本条例の制定をはじめ、一

般会計補正予算など７議案（町長提出５件、議員提出２

件）について審議が行われた結果、いずれも原案どおり

可決承認されました。また、平成14年度土地開発公社

予算など５件について町長提出の報告が行われました。

その主な内容をお知らせします。
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